
データでつかむキューデングループの特徴 INSIGHTS from THE DATA

※1 各事業・部門の業務運営上必要または重要な公的資格が対象（電気主任技術者（第1種）、原子炉主任技術者等）
※2 キューデングループ全体のイノベーションを推進し、新たな事業やサービスを生み出すためのプロジェクト
※3 KYUDEN i-PROJECTによる創出件数

※ 2026年7月時点

ゼロエミッション電源比率（2025年度）  （%）

 原子力
 再エネ
 FIT電気
 石炭
 LNG
 その他

※  九州電力の発受電電力量に占める比率を示したものであり、非化石証書取引
前の数値。上記のうち、非化石証書を使用していない部分は、再生可能エネル
ギーとしての価値やCO2ゼロエミッション電源としての価値は有さず、火力発
電などを含めた全国平均の電気のCO2排出量を持った電気として扱われる
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STRENGTHS／強み

高いゼロエミ電源比率
環境価値に対するニーズが高まっていく中、当社グループ
は原子力の高い稼働率、九州の豊かな自然を活用した再
エネ電源の拡大により業界トップレベルのゼロエミ電源
比率を誇っており、これをベースに脱炭素需要の増加を
確実に収益へつなげていきます。

再エネ電力販売量   （億kWh）原子力設備利用率 （%）
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STRENGTHS／強み

人材基盤
創業以来、企業価値創造の源泉として「人」を尊重する
組織風土があり、それはキューデングループのDNAと
なっています。今後の純粋持株会社体制下の事業運営を
見据え、堅持すべき安全・安定供給のスキル・ノウハウを
保有する人材はもとより、成長分野における専門人材の
確保・育成にも注力しています。また、「挑戦」するマイン
ドも確実に育ってきています。 

STRENGTHS／強み

九州の地域基盤 
九州は半導体・データセンター等の産業集積が進む日本
有数の成長ポテンシャルを持つ地域です。地域経済の発
展に向けた機運も高まっており、この地で築いてきた地域
の皆さまとの信頼関係は、今後の事業展開における大き
な強みです。信頼関係に支えられたネットワークをベース
に社会価値・経済価値の共創に取り組み、地域の皆さま
とともに九州の未来を拓いていきます。 

従業員数
（連結）

21,189名

採用全体に占める
経験者採用比率

19.7%

KYUDEN i-PROJECT
参加者数※2

延べ1,480名

重要資格保有数※1

延べ14,738件

DX専門人材教育 
受講者数

延べ470名

新事業・ 
サービス開発件数※3

累計13件

キューデングループへの信頼度

74.6%

重大なコンプライアンス違反件数

0件

サプライチェーン全体を含めた 
重大な人権侵害件数

0件

包括連携協定数
（九州電力）

62自治体

登録取引先数 
（資材調達）

2,667社※
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※  国外における販売量、非化石証書を使用しないFIT電気（再エネ価値・CO2ゼ
ロエミッション電源価値を有さないもの）の販売量を含む
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前年同期比＋8件

前年度比＋2件
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ROE
（%）

 優先株除き　  優先株含み

経常利益（総合エネルギーサービス事業）
（億円） 

（注）  2025年5月公表の「経営ビジョン2035」において事業セグメントを見直し
（国内電気事業から再エネ事業に一部を組み入れ等）

※ 期ずれ影響を除いた値
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STRENGTHS／強み

「稼ぐ力」の向上 
総合エネルギーサービス事業は、足元で地政学的リスク
等が顕在化する中でも着実に利益を積み上げており、「稼
ぐ力」が高まっています。成長事業（再エネ・海外・ICT
サービス・都市開発）についても、2021～2024年度の
経常利益成長率は年平均30%を記録しました。また、
近年のROEは平均して10%を上回る水準であり（優先
株除き）、今後自己資本を拡充する中においても、安定的
に株主資本コストを超える水準を目指していきます。

CHALLENGES／課題

財務基盤の強化 
「稼ぐ力」の高まりとともに自己資本比率は回復傾向にあ
るものの、経営環境の不確実性の高まり等を踏まえると、
優先株等の資本性資金を償還した場合においても安定
的に20%以上を確保できる水準まで高める必要があり
ます。また、「金利のある世界」においては、2009年度比
で2倍程度まで膨らんだ有利子負債額を極力抑制してい
くことも求められます。これらを同時に実現していくため
にも、今後は、各事業が資本効率を意識したROIC経営
を一層推進していきます。 
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 有利子負債（左軸）　   支払利息（右軸）　
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※  各年度期末の株価・EPS・BPSをもとに算定。2021年度PERは、80.97
倍（株価817円、EPS10.09円）。2022年度PERは、EPSがマイナスのた
め算出不能
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CHALLENGES／課題

市場期待度の向上 
PBRは2025年度末時点で1倍を割り込んでいる状況。
PERの低さが課題と捉えており、当社グループに対する
市場の期待度を高めていく必要があります。引き続き市
場との丁寧な対話を重ねて当社グループの成長性を訴求
していくとともに、財務基盤の強化を進めながらも市場の
期待に応えていけるよう、現在、利益目標や株主還元方
針の見直しを検討しています。
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